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自然災害大国である日本では，今後も首都直下型地震など大規模地震の発生が高い確率で予測されてい

る．過去の災害時には電柱の倒壊が道路閉塞，長期停電，避難活動への被害をもたらした．そのため，政

府は無電柱化を推進している．本研究では，震災時に住民が利用する避難経路の観点から，無電柱化を行

う効果の高い道路区間を抽出する指標値を提案した．ノードとリンクから構成される道路ネットワークに

おいて，各リンクが無電柱化される効果を求める．指標値は無電柱化有無の状況での震災時の避難時間の

差分と定義した．指標値を用いることで，無電柱化の効果をリンク毎に算出できた． 
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1. はじめに 

 

世界有数の自然災害大国である日本では，地震，台風

など甚大な被害を伴なう災害が多発している．2020 年 1

月 24 日時点で，南海トラフ地震，首都直下型地震など

マグニチュード７程度の地震の発生確率は 70%程度と予

測されており，今後も大規模地震などの大規模地震に襲

われることが予測されている．また過去の災害時には電

柱の倒壊に起因する道路閉塞による避難活動や復旧活動

への支障，断線などによる長期停電や通信障害などの被

害が生じている．1995 年に発生した阪神・淡路大震災

では約 8100 本の電柱が倒壊し約 260 万戸が停電，解消

には 1 週間を要した．また家田ら 1)によると震災時の道

路閉塞状況を空中写真により数値化し要因を分析した結

果，ある地域では電柱の倒壊により道路網の 24%が通行

の妨げになったことを明らかにしている．2016 年に発

生した熊本地震においても電柱の倒壊により約 477 万

戸が停電する被害となった． 

そのため政府は国土強靭化対策の 1つとして「無電柱

化」に取り組んでいる．国土交通省2) によると阪神淡路

大震災，東日本大震災時の被害状況は架空線と比較して

地中線の被害割合は小さく，地震災害に対する信頼性が

確認されている．国土交通省の無電柱化推進計画におい

て，防災の観点からは緊急輸送道路や避難所へのアクセ

ス道，避難路等災害の被害の拡大の防止を図るために必

要な道路の無電柱化を推進している．緊急輸送道路とは，

災害直後から避難，救助及び物資供給など応急活動の為

に緊急車両の通行を確保すべき重要な路線にあたり，高

速自動車国道，一般国道，またこれらを連絡する基幹的

な道路のことである．緊急輸送道路における無電柱化着

手率は 2019年度末の 38%から 2025年度末には 52%に増加

し整備が進められている．一方，このような状況から，

災害直後に市街地などにおいて住民が避難する際に使用

する市街地などにおける地区内道路においては無電柱化

が進んでいない現状がある．これらの道路の多くは市区

町村が管理する市区町村道であり，東京都内の道路にお
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ける市区町村道の割合は約 9割 3)に及ぶ。国、都などと

比較すると市区町村は対象道路が多い中で財源が限られ

ており,時間的、費用的な制限から全ての道路において

早急に無電柱化整備を進めることは難しい．市街地にお

ける電柱倒壊などによる避難活動や復旧活動への影響を

可能な限り低減するには、その影響を適切に評価すると

ともに、優先順位を判断しつつ無電柱化の必要性の高い

区間から重点的に整備を進めていく必要がある．   

国土交通省は無電柱化推進の目的として景観・観光，

安全・快適，防災の３点を掲げており，それらに関連す

る研究が行われている．土木工学，都市計画の分野にお

ける研究では石田ら 4)が電柱・電線が無くなることによ

る良好な景観形成への影響の検討，厲ら 5)が路上の電柱

が歩行者の安全性への影響の検討，朴ら 6)が無電柱化整

備による地価への影響の検討などが行われている，防災

に関する無電柱化の研究はほとんど見られない．一方，

震災発生時の被害を予測した研究は多く行われている．

耐震対策を優先して整備すべき重要道路区間の検討に関

する研究では日比ら 7)が斜面崩壊による道路閉塞を予測

し孤立するノードの発生状況からの検討を行っている．

また小川ら 8)は文化遺産の防災に着目し文化遺産へのア

クセス性の観点から検討を行っている．このように独自

の指標を用いた耐震対策整備区間の検討が行われている

が，電柱の倒壊に起因する被害の指標を用いた検討は行

われていない．防災対策に関する研究では長谷川ら 9)が

救援物資輸送の視点から，建物崩壊，電柱倒壊，液状化

による道路閉塞状況を予測し，整備に掛かる費用面での

制約の中で建築物の耐震化，無電柱化，液状化対策によ

る最適な道路閉塞対策を検討している．しかし無電柱化

に関しては発災直後の住民の避難行動，無電柱化は点で

はなく道路リンクごとに行われる整備事業であることを

考慮しなければならない． 

本研究では，市街地における地区内道路ネットワーク

を対象として，住民が大規模地震発生時に使用する避難

経路の確保の観点から電柱倒壊の影響を評価できる指標

を提案するとともに，実際の東京都内の市街地を模した

道路ネットワークを対象とした仮想条件を対象として指

標を適用し，無電柱化すことによって得られる効果評価

や優先順位判断への適応可能性について検討することを

目的とする． 

 

 

2. 評価手法 

 

(1)無電柱化整備効果評価指標 

 本研究では，無電柱化の有無の状況での避難時間の差

分を評価指標として用いる．具体的には大澤ら 10)が提案

した各道路区間が迂回へ与える影響の度合いを現した迂

 

図 2.1 指標値𝑃𝐼𝑄𝑑算出手順フローチャート 

回影響量𝐷𝐼𝑄を援用して無電柱化の評価に適用したもの 

である．道路リンク𝑑の𝑃𝐼𝑄𝑑(Pole Infuluence Quantity)

は式(1)のように定義される． 

𝑃𝐼𝑄𝑑 = ∑ ∑ (𝐶𝑖
(𝑚)

− 𝐶𝑖
(𝑚𝑑)) ∗ 𝑃𝑖/𝑀

𝐼
𝑖=1

𝑀
𝑚=1  ·········· (1) 

𝐶𝑖
(𝑚)

：𝑚回目の試行における各出発点ノード𝑖から避難

所までの移動時間 

𝐶𝑖
(𝑚𝑑)

：𝑚回目の試行における道路リンク𝑑が無電柱化

されていた場合の各出発点ノード𝑖から避難所までの移

動時間 

𝑃𝑖：各出発点ノード𝑖からの避難人数 

𝑀：繰り返し試行回数，𝐼：道路ノード数 

図 2.1 に無電柱化整備効果評価指標𝑃𝐼𝑄𝑑を求めるフロ

ーチャートを示す．道路リンク𝑑毎に電柱の倒壊確率，

建物の倒壊確率が設定されており，試行ごとに乱数を発

生させることにより，各リンクに含まれる電柱及び建物

の倒壊が決定される．なお無電柱化とは道路リンク𝑑に

面する電柱の倒壊確率を０とすることに相当する．この

状況下において震災時の各出発点ノードから目的地まで

の移動時間と，震災時に道路リンク𝑑が無電柱化されて

いた際の各出発点ノードから目的地までの移動時間の差

分に各出発点ノードからの避難人数を掛けることで，そ

の道路リンク𝑑が無電柱化されたことで短縮される 移

動時間の総和を求める．これらの試行を繰り返し行い，

式(1)に示すように試行回数で除すことで基準化したも

のが𝑃𝐼𝑄𝑑となる．電柱が倒壊する確率以外の要素は変

更せずに移動時間を比較することで無電柱化整備の効果

を算出する．この指標値は，ある道路リンク𝑑を無電柱

化すると震災時の避難に関して対象地域全体で𝑃𝐼𝑄𝑑

［人・時間］の移動時間削減効果が発生することを表す． 

 

(2)避難経路の算出方法 
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表 2.1 道路幅員,倒壊構造物別通行増加時間 

 

 

避難経路の算出は最短経路探索により行う．避難所を

目的地ノードとし，他全てのノードを出発点ノードとす

る．震災時の避難経路を探索する各道路リンクのコスト

は移動時間を用いる．震災時の移動を考慮した既往研究

の多くは道路の閉塞により目的地に到達できるケースと

迂回が必要になるケースに分けて評価を行っている．本

研究は住民の避難を対象としており，多くの住民は歩行

により避難することを想定しているため，現実では瓦礫

の乗り越えや瓦礫によって狭くなった空間でさえ時間を

掛けて通行することが考えられる．本研究では道路リン

クの完全な閉塞は発生せず，被害状況に応じて平常時よ

り通行に要する時間が増加すると仮定する．このように

設定することにより,閉塞するケースを分ける必要がな

く,ハンドリングしやすい指標となる． 

 なお，次章の適用計算例においては，通行増加時間は

表 2-1のように設定した．その設定の根拠は以下のとお

りである．  

a)幅員 5m以上の道路リンク 

 建物，電柱の倒壊により道路リンクが完全に閉塞され

ることは無く，瓦礫の乗り越え，通り抜けにより通行で

きることを想定する．小沼ら 11)の障害物回避における 

歩行速度の変化に関する研究において，障害物の手前か

ら歩行速度が低下することが示されている．また別の避

難速計測実験結果 12)によると，建物倒壊時の通行可能な

道路における避難速度の低減率が 0.5 であった．これら

を考慮した上で道路リンクの通行増加時間を設定した． 

b)幅員 5m未満の道路リンク 

 建物，電柱の倒壊が発生すると通行することが難しく，

代替経路が存在する場合には通行せず経路を変更し避難

することを想定する．通行増加時間を設定するにあたり，

分析対象とする道路ネットワークにおいて，建物，電柱

の倒壊が発生した道路リンクは通行不可となる条件で目

的地を避難所とする最短経路探索を行った．その結果，

最大 10 分平常時より避難所に到達するのに時間を必要

とする出発点ノードが発生した．この結果より代替経路

を利用することで移動時間が 10 分以上増加する場合，

建物，電柱の倒壊が発生した道路リンクを通行するが，

最短経路として迂回を選択するように通行増加時間を 

設定した． 

 また,平常時の通行に要する時間は，歩行者の移動速

度を 1m/s として算出した．これは，歩行者の交差点横

断時間の算出に標準的に用いられている歩行速度 1m/s13)

を適用したものである． 

(３)道路リンクの被害想定方法 

 本研究では建物，電柱の倒壊を確率的事象と捉え乱数

を用いたシミュレーションにより各道路リンクの被害状

況を想定する．次章の適用計算例においては，過去の震

災時の被害状況のデータを基に作成された既往研究のモ

デルを用いて，建物，電柱の倒壊確率を以下の通りに設

定した． 

a)建物倒壊 

 建物倒壊により道路リンクに被害をもたらす確率は

「建物の層破壊率」と「倒壊建物のうち道路内に倒壊す

る建物の割合」を乗じたものとする．「建物の層破壊率」

は堀江らにより構築された方法を用いて東京消防庁が

「第 21 期火災予防審議会地震対策部会答申書 地震火

災による人的被害の軽減方策」14)で算出した震度 6 強に

おける木造建物の層破壊率にあたる 12.5%を用いた．

「倒壊建物のうち道路内に倒壊する建物の割合」は土木

学会による阪神・淡路大震災調査報告 15) による木造建

物の倒壊に占める道路倒壊内の割合にあたる 0.482を用 

いた． 

b)電柱倒壊 

 本研究では揺れによるもの，建物倒壊による電柱倒壊

を想定対象とする．電柱が倒壊する確率は東京都による

地震被害想定 16)において使用されている，阪神・淡路大

震災の被災実態に基づいて設定された震度 6以上の揺れ

による停電につながる電柱折損率 0.056％，建物全壊に

よる停電につながる電柱折損率を使用する．建物全壊を

建物の層破壊と同じという仮定の下，電柱の倒壊確率を

以下のように算出し設定した． 

「建物全壊による停電に繋がる電柱折損率」＝0.17155

×「建物全壊率」 

「電柱の倒壊確率」＝「建物の層破壊率」×0.17155＋

0.056(％) 

なお本研究においては，建物の倒壊と電柱の倒壊は独立

して起きるものとし，道路リンク内の詳細な建物位置，

電柱位置 は考慮していない． 

 

 

３．適用計算例 

 

 本研究で提案した無電柱化の評価指標の適用可能性を

検証するため，実際の市街地を模した道路ネットワーク

を対象とした仮想条件による適用計算を行う．具体的な

条件は以下のとおりである． 

 

(1)分析対象ネットワーク 

 本研究では，東京都世田谷区若林 1,2 丁目，太子堂

4,5 丁目をケーススタディ地域とする．図 3.1 に道路ネ

幅員5m以上 幅員5m未満

建物倒壊 +60s +600s

電柱倒壊 +30s +600s
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図 3.1 ケーススタディ地域 

 

ットワークを示す．道路ネットワークは株式会社昭文社

が提供している MAPPLE デジタル地図データより対象地

域の道路中心線のデータを用いて作成し，ノード数 440

個，道路リンク数 614本で構成されている．対象地域の

避難所である太子堂小学校には入口が 4カ所設置されて

いることから，避難所入口用ノードを 4カ所，入口用ノ

ードと目的地ノードを結ぶリンクを 4本作成した上で分

析を行った． 

 

(2)各出発点ノードからの避難人数  

 「令和 2年国勢調査―世界測地系(250mメッシュ)人口

及び世帯」17)のデータに基づき設定した．各メッシュの

人口を，メッシュ内に存在する道路ノード数に均等配分

し，各ノードからの避難人数とした．  

 

(3)沿道条件  

 沿道の建物に関する情報は基盤地図情報の建築物の外

周線のデータを使用し，各建物がどの道路リンクに面し

ているかの情報を与えた．沿道の電柱に関する情報につ

いては道路幅員別に一定間隔で電柱が設置されていると

仮定し，各道路リンクに何本の電柱が面しているかの情

報を与えた．分析対象地域において電柱の位置を実測し

た結果から 2 車線道路においては両側に 25m毎，１車線

道路においては 20m 毎に設置されていると設定した． 

 

(4)分析条件 

 本研究を進めていくにあたって以下の条件を設定した． 

⚫ 道路ネットワークの中で無電柱化の効果の高い区

間を相対的に評価を行うために特定の地震は想定

しない．地震の強さとしては阪神・淡路大震災ク

ラスの地震が起きたことを想定し，対象地域内で

一様に震度 6強の地震動に襲われたと仮定する． 

 

図 4.1 分析結果 

 

⚫ 対象地域の被災者は災害時に自宅から避難所まで

避難するとし，常に避難所までの最短経路を把握

しているものとする．被災者は全て一様であると

し，行動特性の違いは考慮しないこと． 

⚫ 震災発生日時により，対象地域内の滞在人口，道

路需要が異なるがそれらを考慮していない． 

  

 

４. 指標値𝑃𝐼𝑄𝑑算出結果 

 2章で示した指標値𝑃𝐼𝑄𝑑について,3章で示した地域を

対象として,設定された条件の下,試算を行った． 

図4.1は算出された指標値𝑃𝐼𝑄𝑑を地図上に表したもの

である．避難所に近い道路リンク，踏切を含む道路リン

ク，距離の長い道路リンクの指標値𝑃𝐼𝑄𝑑が大きいとい

う結果を得た．これは避難所に近い道路リンクには地域

内の多くの避難者が集中するため，踏切を含む道路リン

クは他の道路リンクと比較して代替となる道路リンクが

少ないためと考えられる．また本研究では道路リンク長

を基に電柱の設置数を仮定しており距離の長い道路リン

クは地震によってリンク上の電柱が 1本以上倒壊する確

率が高いためと考えられる．一方，避難所に近いが指標

値𝑃𝐼𝑄𝑑が小さい道路リンクが存在する．これは分析対

象の街路網には細街路が多く，代替経路を使用すること

が可能であったと考えられる． 

 

 

５．指標地𝑃𝐼𝑄𝑑に基づく整備区間の設定とその結果 

 

(1)検討方法 

 指標値𝑃𝐼𝑄𝑑は道路リンクごとに評価を行っているが，

無電柱化整備は複数の道路リンクをまとめ区間単位で行

われる．そこで幾つかの無電柱化整備候補区間からより

整備効果の高い区間を選択する際の指標値𝑃𝐼𝑄𝑑の活用

法について検討する．具体的には以下の整備計画の効果 
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図 5.1 各整備計画区間 

 

図 5.2 各整備計画の効果と𝑃𝐼𝑄𝑑の関係 

 

を比較する．図 5.1に各整備計画区間を示す． 

① 上部域から避難することを想定した区間 

② 下部域から避難することを想定した区間１ 

③ 左部域から避難することを想定した区間 

④ 下部域から避難することを想定した区間２ 

 

(2)検討結果と考察 

 整備計画の効果として対象地域の総避難時間の期待値

を用いる．総避難時間が小さい整備計画区間はより整備

効果が高いと考えることができる．具体的には整備区間

に含まれる道路リンクの電柱の倒壊確率を０とし，目的

地を避難所とした最短経路探索を行い各ノードからの避

難時間を算出する．各ノードからの避難時間に各ノード

からの避難人数を掛け，足し合わせることで期待される

総避難時間を求める． 

図 5.2は算出された整備前と各整備計画試行後の総避

難時間を比較したものである．図に示すように整備区間

に含まれる𝑃𝐼𝑄𝑑の合計値が大きいほど地区内の避難時

間の短縮に寄与できることがわかる．本研究で提案した

指標値𝑃𝐼𝑄𝑑を用いて整備計画の優先順位判断を行うこ

とは有効となることを示している． 

 

図 5.3 各整備シナリオの整備効果比較 

 

(3)無電柱化の防災対策としての有効性の検討 

 無電柱化の有効性について検討を行うため以下の整備

シナリオについて，(2)と同様に地区内の避難時間の期

待値の比較を行った． 

① 防災対策なし 

② 無作為に 20道路リンク無電柱化 

③ 無作為に建物 120棟耐震補強 

④ 𝑃𝐼𝑄𝑑上位 20道路リンク無電柱化 

⑤ 𝑃𝐼𝑄𝑑上位20道路リンク無電柱化&無作為に建物120

棟無電柱化 

⑥ 𝑃𝐼𝑄𝑑上位 20道路リンク無電柱化，建物耐震補強 

なお電力会社が公表している 18)2023 年から 2027 年まで

の無電化延長，整備費用と木耐協調査 19)による耐震補強

工事の平均施工金額から地区内の𝑃𝐼𝑄𝑑上位 20 リンクを

補強するのに掛かる費用は建物耐震補強 120棟分に相当

すると設定した．図 5.3に算出された整備前と各整備シ

ナリオ試行後の総避難時間を比較したものを示す．整備

シナリオ③と④の比較により建物の耐震補強よりも指標

値𝑃𝐼𝑄𝑑を用いて無電柱化を行ったほうが効果は大きく

なっていることがわかる．このことから所有者の判断に

ゆだねられる建物の耐震補強と比較して行政が計画的に

行う無電柱化整備は防災対策として有効であると考えら

れる．また整備シナリオ②と④の比較から無電柱整備は

優先順位判断を行うべき事業であることが言える． 

 

6．結論  

 本研究では，震災時の電柱倒壊が住民の避難経路に与

える影響の観点から無電柱化の効果について検討を行っ

た．無電柱化の効果を計る指標値𝑃𝐼𝑄𝑑を，ある道路リ

ンクが無電柱化されていた場合に短縮される避難所まで

の移動時間と定義し，東京都世田谷区若林 1,2丁目，太

子堂 4,5丁目をケーススタディ地域とし分析を行った 

指標値𝑃𝐼𝑄𝑑によると無電柱化の効果が高い道路リンク

は避難所に近く，距離の長い道路リンクとなった．そし

て指標値𝑃𝐼𝑄𝑑に基づいて整備計画の優先順位判断を行

う有効性について示した．また無電柱化は防災対策とし
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て計画的に行うことで有効であることを示した． 

 今後の課題として，避難経路への影響想定の精密化，

考慮する被害の対象をライフライン等にも拡充すること

が挙げられる．本研究では分析対象地域の建物の耐震性

を全て等しい条件で行ったが，構造別，建築年代別に耐

震性を設定することでより精確に被害状況を想定するこ

とが出来る．また建物倒壊に巻き込まれることにより発

生する電柱倒壊を考慮できておらず，建物倒壊と電柱倒

壊を独立したものとして扱ったため，電柱による被害状

況を大きく評価してしまっている可能性がある．過去の

震災時には，電柱倒壊に起因する長期停電等，ライフラ

インへの被害が確認されている．本研究で算出した無電

柱化の効果についての妥当性の検討，より総合的に無電

柱化の効果を評価する必要がある． 
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